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Abstract
 

In nursery schools in Japan,there are problems with the support of children born to parents of
 

a mixed marriage and children of non-Japanese nationality.In this study,2,368 nursery schools were
 

selected from 23,681 Japanese nursery schools by a system sampling method and surveyed by
 

questionnaire. Responses were received from 976 nursery schools,(41.2％ response rate). The total
 

number of the kindergarteners attending the nursery schools that submitted valid responses was 95,

808. The average number of kindergarteners per nursery school was 98.1. The survey identified 1,

697 children born to parents of a mixed marriage. The average number of children born to parents
 

of mixed marriage per nursery school was 1.7. The results of the descriptive portion of the
 

questionnaire were categorized by semantic content. Question 1:“What are the problems associated
 

with dealing with mixed or non-Japanese nationality families and children?”:264 nursery schools
 

stated that they currently cannot deal with parents or children because of”the problem of communica-

tion”. Question 2:“What resources or considerations in terms of ways of communicating are
 

employed when dealing with such families or children?”:249 nursery schools used resources such as
 

volunteers as interpreters and employed class diaries to communicate with such families. Question 3:

“What would you like to see in terms of support for child rearing for families in a mixed marriage?”

In 102 nursery schools,they hope for“education appropriate for the Japanese context”.

The result indicated that support undertaken in the future should be centered on political
 

administrations,NPO corporations, the private sector, associations of international exchange and
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international exchange centers to enhance a system of consultation with non-Japanese nationality
 

parents,and to run training programs at nursery schools on how to deal with mixed marriage families
 

with greater understanding.

Key word:mixed marriage,child rearing support,present situation,domestic survey

１．はじめに

平成 25年度厚生労働省人口動態統計調査に

基づく夫婦の一方が外国人の別婚姻件数の年次

推移統計では，調査開始の昭和 40年では 4,156

組であったものの，平成 25年では 2万 1,488組

となり約 5倍に増えている．現在妻が外国籍の

婚姻件数は約 72％で，妻の国籍で一番多い母国

は①中国，②フィリピン，③韓国・朝鮮の順と

なり，夫が外国籍の場合は，①韓国・朝鮮，②

米国，③中国の順になっている ．最近では就労

のために日本に移住し生活する外国籍の方が日

本人男性と結婚することも増え，国際結婚児や

外国籍の子どもの支援には，親の就労，生活の

維持，日常生活に必要な言葉の習得，生活習慣

の違いに伴う社会的ルールの獲得を含む全ての

側面への支援が保育現場で必要になっている．

リーマンショック以後の日本では，工場閉鎖

に伴い外国籍の人達の就労数はかなり減った．

片方の親が帰国し，国内の別地域に生活拠点を

移す者等，不安定な状況のまま生活を営む外国

籍の親子も少なくない．外国籍労働者を容易に

受け入れてくれる大規模工場もある地域では，

外国人の多くは知人や親族を頼りに仕事を目的

に来日してくる．単なる就労を目的に来日する

場合には，日本語習得が不十分のため，コミュ

ニケーションを重視しない流れ作業のような場

所に配置されることが多々あり，低賃金の生活

を強いられる場合も少なくない．地域では，行

政や民間団体を含むNPO法人が中心となり，

外国人と日本人との交流を推進し，共存してい

く新たな支援を行い始めている．

安心して外国籍の親子が暮らせる居住地域を

整備することは，安心して子育てを行う環境を

提供につながる．

本研究では，国際結婚の親子や外国籍の親子

の保育所における支援の実態や先駆的に取り組

んでいる地域への取材を通し，現状と課題を明

確にし，今後の国際結婚児や外国籍の子どもと

親への支援について考察する．

２．研究の目的

今回の研究調査の第一の目的は，全国 46都道

府県の保育現場における国際結婚児および外国

籍の子育て現状調査を行い，日本の保育現場の

現状と課題を明らかにする事である．第二の目

的は，先駆的な支援を行っている保育現場や地

方自治体等行政の取り組み，民間団体，NPO法

人の聞き取りを行い，今後の支援のための情報

を得ることである．

３．対象と方法

2012年 11月から 12月の 2か月間，全国保育

所（園）23,681園（公立・私立を含む）から系

統的抽出 2,368園を選出した．アンケート調査

項目については群馬県内の保育現場を対象にし
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た内容調査（先行研究として第 65回日本保育学

会で発表）と同様の調査質問票を用いた．

アンケート調査内容は，園の特性，外国籍の

子どもや国際結婚児の数など記述データと自由

記述の回答を求めた．自由記述については回答

者の負担を考慮し 3つの問いに絞った．

また先駆的な取り組みに保育所（園）が地域

にある国際交流協会と連絡を取り，外国籍の親

支援を行っている浜松国際交流協会及び横浜国

際交流協会の 2施設の訪問を行い，具体的な支

援について取材を行った．

⑴ アンケート調査内容

1）園の特徴

（保育所か幼稚園，認定こども園，・公立か私立，

総園児数）

2）国際結婚している子どもの人数

3）その子どもについて年齢，性別，家族構成）

4）自由記述

以下の回答内容をカテゴリー別に分類し集計

を行った．

①現在困っている事は何か

②対応や工夫に配慮している事は何か

③子育て支援・家族支援に望む事は何か

⑵ 方法

記述データをもとに外国籍あるいは国際結婚

児の児童数の園における比率を算出した．記述

データについては，第三者とともに意味内容が

近接している記述をカテゴリーに分類した．

４．結 果

⑴ 集計結果

1）回収率について

全国保育所（園）の 976園の回収ができ回収

率は 41.2％であった．内訳は，①公営民間施設

20園，②公立保育所（園）606園，③私立保育

所（園）252園，④無回答 20施設（園）であっ

た．

⑵ 有効回答の園の総園児数

95,807名の総園児数のうち，外国籍児と国際

結婚児は 1,697名おり割合は 1.7％であった．こ

の調査に回答した保育士の平均年齢は，53.3歳

であり女性が大半で園長の役職であった．

⑶ 自由記述についての内容分析の結果

1）「現在対応で困っている事は何か」

最も記述回答が多いカテゴリーである「コ

ミュニケーションの問題」に回答している園は

264園であった．次に多いカテゴリーは，「生活

習慣や文化の違いの戸惑い」で 122園であった．

予想に反して多かったのは，「特に困っていな

い」で 255園の回答であり，その回答の中には，

父母のどちらか日本人で「日本語がある程度理

国際結婚児と外国籍子育て支援

①現在困って

いる事は何

か

コ ミュニ ケー

ションの問題」

生活習慣や文化

の違いの戸惑い」

特に困っていな

い」

回 答 園 266  122  255

②対応や工夫

に配慮して

いる事は何

か

情報交換に配慮」
日本社会への適

応を推進」

生活に関する金

銭的給付等受けら

れるように福祉事

務所等相談機関に

行く」

回 答 園 85  54  46

③子育て支

援・家族支

援に望む事

は何か

行政や地域にお

ける支援」

日本への適応と

文化の理解を促す

働きかけ」

交流の場や機会

を増やす」

回 答 園 75  65  48
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解できる」という内容であった．

2）「対応に工夫や配慮している事何か」

最も記述回答が多いカテゴリーは「情報交換

に配慮」のカテゴリーで 85園の回答があった．

その内容は「おたより帳の工夫」や「ひらがな，

ローマ字，漢字にルビを振る」等の内容が多かっ

た．次に多かったのが「日本社会への適応を推

進」というカテゴリーで 54園があり，内容は「園

で行われる日本の季節期に行われる伝統的行事

への参加を促す」等日本文化の理解に率先して

働きかけを行っていた．3番目には「支援生活の

活用」がカテゴリーに分類され 46園あった．内

容は「生活に関する金銭的給付等受けられるよ

うに福祉事務所等相談機関に行く」「担当保育士

が関連機関に出向き，担当者につなげる」「精神

的疾患罹患の場合，国際交流センターにつなげ，

言語に堪能で精神保健福祉士の有資格相談員に

つなげる」等居住地域の中で保育現場と国際交

流センター・交流協会・行政機関・精神科クリ

ニックなど連携した支援策を取っていた．

3）「国際結婚の子育て支援・家族支援に望む事

は何か」

「行政や地域における支援」というカテゴリー

に分類された回答が 75園で最も多かった．次に

多かったのは，「日本への適応と文化の理解を促

す働きかけ」で 65園の回答があった．3番目に

は「交流の場や企画を増やす」に分類され，48

園の回答があった．

2） 3）の項目で明確になった支援制度活用

には，国や地方自治体等が更に積極的に外国籍

の経済的な問題を含め，疾病，子どもの教育，

将来性を含む将来を見据えた生活支援をしてい

くための必要性を示していた．保育所（園）で

対応しきれない支援の多くは，地域の国際交流

協会，又国際交流センターが役割を担っており，

外国籍の親子の個々の状況に添う具体的な支援

が必要であることが伺われた．時にはお弁当作

り等日本文化に添った生活内容を園と連携して

いながら，外国籍の親支援を考案し対応してい

た．

５．考 察

⑴ 国際結婚児・外国籍児の支援の現状と課題

国際結婚児や外国籍児の 1園の平均受け入れ

人数は，群馬県の 2.6名に比較すると，東京・神

奈川県は 3.8名と多かったが，全国調査では，外

国籍・国際結婚児の割合は 1.7名となり，60人

園児に 1名存在する事が伺われた．この内容か

らすると殆どの園において外国籍・国際結婚児

を抱えている事が明確になった．この調査結果

から園では以下の項目への支援が必要である．

1）コミュニケーションと文化的違いにむけた

支援方法

コミュニケーションと文化的違いへの対応に

ついて多くの園では困っていた．しかし，各園

なりに独自の工夫が行われており，現場の困惑

が読み取れた．担当保育士がおたより帳にはル

ビをふる，ローマ字で記載する等の連絡方法や

保育士の中には母親の母国語や英会話を習う等

の努力をしている者もいた．

2）行政や地域に向けた援助体制の充実

国際結婚児や外国籍児の子育て支援ニーズの

必要性を受け，関連相談機関との連携は充分と

は言えない状況が明らかとなった．園の一部は，

地域に存在する国際交流協会，また国際交流セ
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ンター等に相談をしていたが，言葉の問題や必

要な支援が出来る方法を国際交流協会，国際交

流センターに求めている園もあった．取材をお

こなった浜松国際交流協会では，子育て支援

ニーズの必要性を行政の窓口に同行し必要な書

類を作成する等極め細かいサービス提供をして

いた．

症状を母国語で伝える事が出来る語学に精通

しているクリニックの医師との連携やその架け

橋になるスタッフの存在により，園における危

機的な状況を回避された例もあった．また，民

間委託された国際交流協会，国際交流センター，

NPO法人による支援が地域の援助体制を整え

ている．外国語を話せるスタッフの存在は外国

籍の人達からは頼みの綱と信頼度が大きく，外

国語が堪能なスタッフを常駐させることで極め

細かい支援が行われていた．

3）地域の他機関連携とネットワークつくり

浜松国際交流協会では，園で対応が難しい問

題があった場合，直ちに国際交流協会に園と連

絡を取り合い，国際交流センターで母国語に精

通しているスタッフが国際結婚児や外国籍児の

相談に乗るように対応するシステムを作ってい

た．横浜国際交流協会では，中国籍の母親向け

に，子どもに持たせるお弁当の作り方について，

日本人母親とスタッフが協力しながら，交流会

を開催し中国人の母親が孤立しないように働き

かけていた．

子育てが安心できる環境が，周りの人達に

よって作られていた．育児不安で外国籍の母親

が孤立しないような方法とは，言語の問題への

対応が不可欠である．行政の支援から零れ落ち

てしまいそうな部分を園が，国際交流協会が補

いと支援体制をつくっていた．

4）外国籍の家族支援が出来る専門性と人材の

必要性

浜松国際交流センターでは，産後うつ病のよ

うな精神疾患を抱えた母親には，外国語を話せ

る精神科医のいるクリニックを紹介し同行し治

療につながる支援を行っていた．また保健セン

ターでは，外国籍の母親に添い，母親の母国語

で保健師が対応する事が出来ていた．外国籍ス

タッフの中には，自らの体験による思いが心底

にあり，日本で生活する外国籍の人達の思いに

つながる支援になっていた．日本の大学機関で

必要な対人援助技術を学び，ソーシャルワーク

の技術と理論を踏まえた実践を行い，外国籍の

人達へのサービス提供につなげていた．

ソーシャルワークの専門性は現行の国制度の

施策を知る事にも生かされ，外国籍の人達が生

活に苦慮しないための支援になっていた．地域

ソーシャルワークの観点から言えば，国際結婚

児や外国籍児と保育士のコーディネイターの役

割を担うことが，外国語の堪能なソーシャル

ワーカに期待されている事項と考えられる．

⑵ 国際結婚児と外国児への保育士の役割

1）保育士の役割

事前にクラス担当者として受け持つ子どもと

親の国籍の特徴や生活習慣等を周知しておく事

が必要である．特に習慣や宗教等による給食に

おいては肉類の摂取ができない子どもへの対応

について十分互いに理解しておく内容につなが

る．又日本語の習熟度に応じた伝え方の工夫を

考案しておく事も必要である．特に日本語に馴

れていない場合，園に必要な書類手続きが何故

必要なのか，提出方法の期日を守ることが何故

大切なのか基本的な事柄を丁寧に知らせる事が

課題となる．その一方で日本語を話せる場合は
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かなり内容を理解でき関わることができるが，

書面等全く対応できない場合もある．それぞれ

の生活状況や言葉の習熟度により外国籍の親に

向けた対応が個別化された課題となる．状況に

応じては日本語が堪能な親に通訳を依頼する

等，方法にも工夫が必要である．市町村で派遣

される通訳等活用に関しては，保育事情をよく

理解し対応できるスタッフが望ましい．また子

どもが疾病時，外国語を話せる医師のいるクリ

ニックや病院紹介等を含め子どもを受診できる

医療機関の連携を日頃から地域の資源として情

報を知っておくことが必要とある．

2）国際結婚や外国籍親子への子育て支援

国籍別特徴である生活習慣の違いを，保育の

活動にどのように生かし，また同じクラスの親

子に伝えていくか，保護者対応を考慮に入れた

クラス運営が必要となる．文化，習慣，伝統，

子育ての仕方，食事等子育てがクラス全体に影

響を及ぼすからである．しかし日本人親子に

とっても外国籍の親子の存在は，世界観を知る

よい機会でもあり，同じクラスの子どもと保護

者として刺激を受け，子育ての視野を広げる機

会を得る場にもなる．地域の中で，共に子育て

をしている仲間，国籍を超えた交流を作り上げ

ていく関係性を築ける工夫，園で開催される伝

統的な行事参加と併せた国際交流を含めたフェ

スティバルの開催等，保護者として地域住民の

一員として外国籍の親支援を行うため支援方法

が求められていると言える．

3）今後の課題について

矢吹らは国際結婚児の支援の難しさについ

て，子育て体験の違いや文化背景の違いによる

問題を指摘している ．また春名らの研究では，

在日フィリピン人母親を対象に，子ども達の成

長段階で必要な親支援「フォーカス・グループ

インタビュー」を行っていた．その結果「日本

語がわからない」「サポートがない」「育児方法

がわからない」等子育て困難な状況を明らかに

していた ．竹田の調査では「子ども達の価値観

や希望では，両親の両方の国籍を取得したい」

という結果を示し，「子ども達は両親それぞれの

持つ国籍による社会的アイデンティティを持っ

て生活したいこと」が示されていた．また「両

親も同様に自分達の持つ出身国の特徴，文化，

習慣の伝達を子ども達に取り入れて育ってほし

いと願っている」ことが示されていた ．

比較的国際結婚の多い沖縄県の調査では，古

波蔵が 3年間（2005年から 2008年）比較調査を

行っていた．「妻が日本人で夫が外国人である場

合よりも，沖縄県の特徴は夫米国人との結婚が

上昇しているが離婚も増えていた事」を示して

いた ．離婚の理由には，「言語の問題を上げ，

お互いの主張が，十分に理解出来ず，精神的，

情緒的レベルで気持ちの疎通がコミュニケー

ションのずれと思いがけないところでほころび

となって現れ支障を来たしてしまうこと」等を

上げていた．

地域の取り組みでは，沖縄県独自の関わりに，

1958年から 1997年の 39年間「外国人との間の

福祉の問題」を専門的に相談できる機関「国際

福祉相談所」が支援の窓口として開設してい

た ．この相談機関は，外国籍と日本人の夫婦の

離婚問題や夫婦間の調整，子どもの教育を含む

生活全体の支援サービスを担っていた．現在は

廃設されたが，先駆けに地域の特殊性を鑑み，

異文化・外国籍の家庭支援を，行政が窓口とな

り国際交流協会や交流センターを含み，外国籍

関連の親支援がなされていたことは，貴重な社
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会福祉資源であったと言える．むしろこのよう

な仕組みに似た対応を地域によっては必要であ

り，支援方法の一貫として活用していくことが

必要である．

６．まとめ

保育現場を対象に国際結婚児と外国籍児の現

状について調査を行った．外国籍の母親達は，

日本の文化や習慣に合わせようと努力している

者もいるが，殆ど日本の文化も言語も知らずに

来日し子育てに問題が起きている．保育士と外

国人母親との間に壁が存在しており，保育現場

としても，壁を取り除く努力はしているものの，

多様な国籍を持つ子ども達の状況に殆どの保育

現場が苦慮している状況であった．

今後増え続けると考えられる外国籍の子ども

達や国際結婚児にむけた保育現場において必要

なことは以下の事項である．第一はコミュニ

ケーションの課題である．日本語習得の方法も

重要であるが，保育現場の内容を知っている通

訳ボランテイア，通訳派遣の支援体制つくりが

必要であろう．第二には互いの文化を知ること

である．園によっては，出身国の文化を知るた

めの交流機会に参加し，地域交流を行政，民間

団体，ボランテイア，NPO法人，国際交流協会，

国際交流センター等連携して対応している．書

類の手続きや給付等の扱い等は外国籍の親には

難しく，保育士が行政の窓口へ同行している園

もあった．保育現場には，様々な事柄が持ち込

まれる．

今後は，日本のグローバル化に備え，国際結

婚児や外国籍児への対応ができるための教育や

研修が必要になろう．

当研究においては高崎健康福祉大学大学倫理

審査委員会（第 2403号）の許可を受けている．

同時に科学研究費萌芽研究（23653165）2011

～2014にて調査研究を行った．
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